
令和8年度
サービス付き高齢者向け住宅事業者研修会

滋賀県 交通まちづくり部 住宅課 企画係

今回の事業者研修会に関して、アンケートの提出をもって出席とさせていただきます。
通知文に記載の期日までに必ずアンケートを提出いただきますようお願いいたします。
配布資料は、サービス付き高齢者向け住宅の適切な運営に向けて特に重要なものをまとめています。
必ず目を通していただき、内容を理解していただくようお願いいたします。
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１．登録後の主な手続について

○サービス付き高齢者向け住宅 登録等の流れ（新築の場合）
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住宅建設計画について
県住宅課に相談

住宅建設予定の市町等に
意見を求める

※方法については、１．③参照

県に事前審査願を提出
契約・サービス内容や

構造設備について
書類審査を受ける

事業登録申請を行い
県から「登録完了通知」が

届けば登録完了！

計画の相談 意見聴取 事前審査 新規登録

新規登録完了後に着工
住宅の構造等が適切か
県による検査を受ける

事業開始と同時に
県に事業開始の届出

変更申請、更新申請
事故発生時の報告など

住宅工事 竣工後検査 事業開始 各種手続



１．登録後の主な手続について
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① 事業開始届
事業開始したときは、県住宅課へ事業開始届出書を提出
〈様式〉滋賀県サービス付き高齢者向け住宅事業登録制度実施要領（以下、「実施要領」） 別記様式第７号

※竣工予定日、入居開始日（事業開始日）に
変更が生じる場合は、変更申請も併せて行ってください。

（様式、詳細はこちらをクリック）

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/zyuutaku/308485.html


１．登録後の主な手続について
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② 変更申請（基本）

登録内容に変更が生じた日から30日以内に、変更届出書と変更が生じた書類を県住宅課へ提出

【必要書類】
○情報提供システム(以下「システム」、こちらをクリック)にて作成した変更届出書
※システム内容に変更がない場合は、Wordの届出様式を使用

○登録事項等についての説明 〈様式〉実施要領 別記様式第15号

○変更の生じた書類 （契約書、法人登記、勤務予定表など）

【提出方法】
変更届出書に届出日および届出者（登録事業者の住所と代表者名）を記載の上、書類を提出

○郵送の場合

〒520-8577
滋賀県大津市京町四丁目1-1
滋賀県 交通まちづくり部 住宅課 企画係あて

○メールの場合

メールアドレス：
house-kikaku@pref.shiga.lg.jp
滋賀県 交通まちづくり部 住宅課 企画係あて

（様式、詳細はこちらをクリック）

https://www.satsuki-jutaku.jp/modify.html
https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/zyuutaku/308485.html


１．登録後の主な手続について

② 変更申請（例外）

【規模、構造、設備の変更】
○変更を行う前に、県の事前審査を受ける必要あり
○県から事前審査済書の交付を受け、改修工事→工事完了から30日以内に変更届出書を提出
（方法はP5参照）

【地位承継に係る変更】
○地位承継を受けた日から30日以内に、地位承継届出書と変更届出書を提出
〈様式〉実施要領 別記様式第9号

○他は、p.5の変更申請と同様の書類を提出
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１．登録後の主な手続について

② 変更申請（参考）
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１．登録後の主な手続について

③ 更新申請

新規登録から５年毎に、登録の更新を行う必要があります。（高齢者住まい法第５条第２項）

申請書類は、満了日の１月前～２週間前の期間内に提出してください。（実施要領第26条）

手続されないまま満了日を超過した場合、登録抹消となりますのでご注意ください。
（満了日は、システムにて確認可能）

【手続の流れ】

[１] 市町との事前協議・市町への意見聴取
[２] 県への更新申請書類の提出
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（様式、詳細はこちらをクリック）

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/zyuutaku/308498.html


１．登録後の主な手続について

③ 更新申請

[１] 市町との事前協議・市町への意見聴取

【手続の流れ】
１．住宅の存する市町に問い合わせ、意見聴取に先立つ事前相談が必要か確認

（市町によって、書類確認・面談・電話等による口頭相談など、方法はさまざま）

２．事前相談終了後（または事前相談不要の場合）下記書類を県住宅課宛て提出
・意見聴取申請書 〈様式〉実施要領別記様式第４号

・意見聴取依頼書 〈様式〉実施要領別記様式第５号

３．県住宅課から市町担当課へ、意見聴取申請書を提出

４．市町担当課から県住宅課へ回答書提出、県住宅課から申請者である事業者へ回答書送付
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１．登録後の主な手続について

③ 更新申請

[２] 県への更新申請書類の提出
○意見聴取回答書を受け取り次第、県に下記書類を提出してください。
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必ず提出

変更する書類のみ提出
※2番については、
R7.5月の新様式に
差し替えていない場合は
提出必要



１．登録後の主な手続について

③ 更新申請

[２] 県への更新申請書類の提出

○事業登録申請書にかかる手数料について
１．手数料の変更について

R７．４月以降の申請分より、2,500円から2,600円に変更

2．滋賀県収入証紙の廃止
R8.3月末での滋賀県収入証紙廃止に伴い、R8.４月以降の支払いは電子決済にて実施
• しがネット受付サービス（クレジットカード、ペイジー）
• 県住宅課窓口でのキャッシュレス端末（クレジットカード、電子マネー、コード決済）
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１．登録後の主な手続について
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③ 更新申請

[２] 県への更新申請書類の提出
○変更がない書類の提出を省略する場合は、

その旨を事業登録申請書（システム）に記載する必要があります。
【記載方法】HOME＞登録情報 登録・編集HOME＞入力状況1.名称及び所在地

提出しない書類を
箇条書き
例)・入居契約書

・各階平面図 等

ここに出力される

※字数制限あり



１．登録後の主な手続について

④ 事故報告

○下記の事故等が発生した場合は、遅くとも５日以内に県住宅課へ報告
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（様式、詳細はこちらをクリック）

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/zyuutaku/308485.html


１．登録後の主な手続について

⑤ 定期報告

○毎年７月末までに、所定の様式により県への報告が必要 〈様式〉実施要領別記様式第17号
※様式は変更される場合がありますので、県から送付する「定期報告について（依頼）」に添付の様式を

必ず用いるようにしてください。

【提出書類の内訳と時点】
○実施要領 別記様式第17号（定期報告書） ：現年７月１日時点
○別紙１（入退去状況） ：前年度１年間（前年４月１日～現年３月31日）
○別紙２（登録内容と運営状況の差異） ：現年７月１日時点
○別紙３（運営状況等チェックリスト） ：現年７月１日時点
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（様式、詳細はこちらをクリック）

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/zyuutaku/308485.html


２．滋賀県の主な独自基準について

滋賀県高齢者居住安定確保計画にて独自基準を定めています。

① 介護サービス等の利用に関する入居者への事前説明
② 登録申請における市町への事前手続
③ 避難確保計画の作成
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（詳細はこちらをクリック）

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/zyuutaku/308460.html
https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/zyuutaku/308485.html


２．滋賀県の主な独自基準について

① 介護サービス等の利用に関する入居者への事前説明

【サービス付き高齢者向け住宅の必須サービス】
・状況把握（安否確認）サービス
・生活相談サービス

→これらの必須サービス以外のサービス（食事提供、入浴介助等）は、
入居者が希望した場合のみ提供するものです。

16

入居者の日常生活に係るサービスについては
（＝必須サービス以外のサービス）

要否や事業者を自由に選択できる旨を書面にて交付し、
入居契約締結前に説明するようにしてください。



２．滋賀県の主な独自基準について

② 登録申請における市町への事前手続

事業の検討段階で市町が事業について把握できるよう、下記の申請に先立ち、
市町の意見を聴取する必要があります。※不要とする市町は除く。

○新規登録に係る事前審査申請（サービス付き高齢者向け住宅整備事業の活用の有無にかかわらず必要）

○更新申請
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手続の流れはp.9を参照



２．滋賀県の主な独自基準について

③ 避難確保計画の作成

避難確保計画とは…
水害および土砂災害の発生または発生のおそれがあるとき、
要配慮者利用施設の利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項を定めた計画

○水防法・土砂災害防止法に規定される計画
○計画作成義務のある要配慮者利用施設である場合は、下記のいずれか遅い日から６月以内に、

計画を作成し、所在市町に提出する必要があります。
・平成30年４月１日
・所在市町の地域防災計画に施設（住宅）名および所在地を定められた日
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（様式、詳細はこちらをクリック）

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/kasenkoan/311152.html
https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/zyuutaku/308485.html


３．立入検査について

19

（１）高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法）
・第24条（報告、検査等）

１ 都道府県知事は、この章の規定の施行に必要な限度において、登録事業者又は登録事業
者から登録住宅の管理若しくは高齢者生活支援サービスの提供を委託された者に対し、そ
の業務に関し必要な報告を求め、その業務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査
させ、若しくは関係者に質問させることができる。

（略）

・第25条（指示）
１ 都道府県知事は、登録された登録事項が事実と異なるときは、その登録事業者に対し、
当該事項の訂正を申請すべきことを指示することができる。

２ 都道府県知事は、登録事業が第七条第一項各号に掲げる基準に適合しないと認めるとき
は、その登録事業者に対し、その登録事業を当該基準に適合させるために必要な措置をと
るべきことを指示することができる。

３ 都道府県知事は、登録事業者が第十五条から第十九条までの規定に違反し、又は第二十
条の国土交通省令・厚生労働省令で定める事項を遵守していないと認めるときは、当該登
録事業者に対し、その是正のために必要な措置をとるべきことを指示することができる。

→指示（文書指摘）を受けた場合、是正状況報告書（別記様式第18号）により滋賀県住宅課へ報告

① 立入検査の概要



３．立入検査について

20

② 検査時のよくある指摘事項
■住宅課 サービス付き高齢者向け住宅　R7立入検査指摘事項

事例 指摘事項 根拠 指摘件数

共同利用設備として登録されているが、実態として物品が置かれている
ため、入居者が利用できる状態になっていない。

実態は入居者が利用できない状態になっているため、是正すること。
高齢者住まい法第25条第１項
共同規則第９条

4

共同利用設備のトイレに「職員用」の表示がある。
共同利用設備として登録されているが、事業者用のスペースとして使用
されている。

入居者がいつでも自由に使用できるようにすること。
もしくは当該部分を共同利用設備の登録から外し、変更届を提出するこ
と。

共同規則第９条 8

階段および廊下の手すりが基準に適合していない。 基準に適合する手すりを設置すること。
高齢者住まい法第7条第1項第2
号、第3号
共同規則第10条

2

屋外階段の避難口の前に物品が置かれている。 避難時等の支障となるため撤去すること。 消防法第８条の２の４ 1

入居者と締結した書類について、年齢や部屋番号、入居開始時期の欄等
で未記入のものがある。

追記をし、今後は記入漏れに留意すること。 - 4

入居者へ生活支援サービスの料金明示がされていない。 是正の上変更届を提出すること
高齢住まい法第7条第1項第6号
イ

4

入居募集
（パンフレット等）

パンフレットに住宅で提供されるサービスが入居にあたっての必須サー
ビスであるかのような記載となっている。

状況把握サービスおよび生活相談サービス以外の入居者の日常生活に
係るサービスについては、入居しようとする者が要否や事業者を自由に
選択できるようにするとともに、パンフレット・募集広告等の記載内容を
改めること。

高齢者住まい法第15条 2

事故発生時の対応 住宅内で起こった事故が県に報告されていない。
住宅内において入居者に重大な事故が発生したときは、当該事故の内容
について標準様式により速やかに県に報告すること。

県実施要領第23条 6

運営内容等 帳簿の備付け 入居契約時に要件確認に用いた書類の写し等が保管されていない。 要件確認に用いた書類は写し等を保管すること。
高齢者住まい法第19条
共同規則第21条

4

サービス提供の対価が変更されている。
サービスを提供する者の人数が変更されている。

登録事項に変更が生じているため、変更届を提出すること。
高齢者住まい法第９条第1項、第２
項、第25条第１項
県実施要領第11条

5

避難訓練が定期的に実施されていない。
消防計画に定めるところにより、訓練を実施すること。
なお、実施にあたっては、夜間を想定した訓練を１回以上行うこと。

消防法施行令第３条の２第２項
消防法施行規則第３条第10項

2

防火管理者の変更手続がされていない。 所轄消防署へ届出を提出すること.
消防法第8条
消防法施行令第1条の2

2

避難確保計画を作成していない。 避難確保計画を作成し、作成後、遅滞なく市町に報告すること。 1

避難確保計画で定めるところによる避難訓練が実施されていない。
結果を市町に報告していない。

避難確保計画で定めるところにより、訓練を実施し、その結果を市町に
報告すること。

4

変更届

消防関係

避難確保計画
水防法第15条の３
土砂災害防止法第８条の２
県独自基準

項目

建物（ハード面）

共同利用設備

その他のスペース

契約内容等

重要事項説明
・入居契約書



４．登録住宅の目的外使用について
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目的外使用とは

高齢者の入居者が3か月以上確保することができないときに、知事の承認を受け、5年を上回
らない期間において、高齢者以外の住宅確保要配慮者に賃貸し、または、居住サポート住宅の
認定事業者等において住宅確保要配慮者に転貸させること。

目的外使用の承認の申請

【提出書類】
○（共同規則 別記様式第三号）目的外使用に係る承認申請書

（様式、詳細はこちらをクリック）

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/zyuutaku/308485.html


問合せ先
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〇サービス付き高齢者向け住宅に関すること ※大津市を除く滋賀県内の18市町に限る。

【高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法）】
滋賀県 交通まちづくり部 住宅課 企画係
電話番号：077-528-4235
メールアドレス：house-kikaku@pref.shiga.lg.jp

〇有料老人ホーム、高齢者施設における感染症対策に関すること ※大津市を除く滋賀県内の18市町に限る。

【老人福祉法等】
滋賀県 健康医療福祉部 医療福祉推進課 介護施設指導係/在宅介護指導係
電話番号：077-528-3523
メールアドレス：kaigo@pref.shiga.lg.jp

〇その他関係
・建築基準法：特定行政庁（大津市、草津市、守山市、近江八幡市、東近江市、彦根市、長浜市、

上記以外は県の建築基準法所管部署）

・消防法：各地域所管の消防署の予防係
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